
© 2024 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Companies Act and a member firm of the KPMG global organization of independent member firms 
affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

データ保護影響評価プロセスの構築・
実行支援

AIをはじめとしたデジタル技術の急速な発展により、企業活動における個人データの取扱
いの様態は大きく変化しています。これに伴い、企業には個人データ保護に対する対応の
向上が求められており、データ保護影響評価（プライバシー影響評価、DPIA、PIAと呼称
される場合もある）は、その有用な手段の1つとされています。KPMGはデータ保護影響
評価に関する豊富な知見を基に、プロセス構築から実行までを支援します。

個人データの利活用は企業の競争力強化に向けて不可欠
な取組みであり、その価値は近年さらに高まっています。
他方で、EU一般データ保護規則（GDPR）を筆頭に各国・
地域における個人データ保護規制の厳格化が進んでいる

ほか、個人におけるプライバシー保護の意識も向上して
おり、個人データ保護に対する社会的要請がより一層高
まっています。

個人データ保護に対する社会的要請の高まり

個人データ取扱い様態の
変化・複雑化

個人データ保護に対する社会的要請の高まり個人データ取扱い様態の変化

個人データ取扱い様態の
変化・複雑化

大規模化 高度化

個人データ
の価値向上 個人データ取扱い様態の

変化・複雑化

 どの事業・施策に評価を実施
すべきか、明確な基準の整備
が難しい

対象の絞り込み

 システムやSaaSの利用など、
取扱いの様態がさまざまで、
評価観点の普遍化が難しい

評価の観点整理

 実施のタイミングや、関係者
の選定・役割分担等、実施フ
ローの整備が難しい

実施フローの整備

企業における課題

データ保護影響評価とは、特定の事業や施策において個
人データの取扱いを個別に分析・評価することにより、
効果的・効率的なリスク低減を図る手法のことを指しま

す。そのプロセスの構築や実行にあたっては、多くの企
業において以下の課題が存在すると考えられます。

個人データ保護規制の厳格化 プライバシー保護意識の向上

デジタル技術の発展による個人データを取り巻く変化
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データ保護影響評価のコンセプト

前述の課題認識のもと、KPMGでは多様化する個人デー
タ取扱いのリスクを｢データ固有リスク｣と｢データ処理
リスク｣に分類し、その影響度を検討することで実施対
象の絞り込みや普遍的観点での評価を実現します。

さらに、各リスクに対する情報セキュリティ・プライバ
シー対策の状況について、各国・地域における個人デー
タ保護規制の要求事項も踏まえて俯瞰的に確認すること
で、リスク低減に向けた具体的対策を検討します。

データの量

データ固有リスク データ処理リスク

データの内容

情報セキュリティ・プライバシー対策

本人特定度
知られたくない
情報の含有度

1人当たりの
データ項目数

全体のデータ
累積

本人の同意を
得ていない利用

漏えいの可能性
AI等の機械処理

取扱い機会
の多さ

情報通知
委託先管理
越境移転措置
事故報告

プライバシー
ポリシーの整備

匿名加工
安全管理措置
の実施

取り扱う量取扱いの内容

対応状況規制の要求事項

支援の流れ

KPMGは、以下のステップで企業のデータ保護影響評価プロセスの構築・実
行を支援します。

ステップ

実施
事項

 個人データ取扱い状況の全体
像を可視化

 個人データ保護規制の要求事
項を踏まえ、対象事業の絞り
込みやリスク低減に向けた評
価観点を検討

 具体的な評価手段の実装

 関係者の明確化および役割
分担の検討

 次回評価に向けた過去評価
結果の蓄積・管理方法の検討

 実行性向上に向けた
パイロット試験

 評価実施時の伴走支援

 運用定着に向けた教育

提出物
等

 データフロー図

 実施基準・評価項目案

 評価資料
（チェックリスト等）

 実施フロー案

 評価結果フィードバック

 評価項目・実施フローの
レビュー結果

 教育資料
（マニュアル等）

1. 現状分析・観点整理 2. 仕組みの整備 3. 実行・運用定着
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ステップ1.現状分析・観点整理

企業の個人データ取扱い状況の全体像と流れを把握し、現状分析を行います。
その結果を基に、｢データ固有リスク｣と｢データ処理リスク｣について、各国・
地域における個人データ保護規制の要求事項を踏まえて、データ保護影響評
価の実施基準・評価項目を検討します。

現状分析 実施基準・評価項目の検討

データ固有リスク

データ処理リスク

 個人データを保管するシステム等
の確認を通じて取扱い状況の実態
を把握する

 個人データの取扱いリスクを細分化し、企業に適用される
個人データ保護規制の要求事項を踏まえてスクリーニング
の基準や具体的なリスク低減に向けた評価項目を検討する

個人データファイル
等の内容確認

利用システムの
確認

個人データの内容や量に
起因するリスク

個人データの処理方法や
頻度に起因するリスク

データの量データの内容

取り扱う量取扱いの内容

個人データ保護規制

各国・地域における
規制の要求事項

ステップ2.仕組みの整備

ステップ1で検討した実施基準・評価項目を基に、データ保護影響評価の手段
（具体的文書等）を実装します。加えて、評価関係者の役割分担を明確化して
実施フローを整備します。

手段の実装 実施フローの整備

 評価実施に係る実務的資料（スクリーニング
シート、チェックリスト等）を作成する

スクリーニング
シート等によ
る対象の絞り
込み

チェックリスト
等による評価
の実施

関係者の明確化 役割分担の明確化

事業 法務 IT

管理部門

A B C

管理 〇 〇

事業 〇 〇

法務 〇

IT 〇

… 〇

個人データ取扱い開始

スクリーニング

データ保護影響評価

リスク低減

取扱いA 取扱いB 取扱いC

 評価関係者（管理部門、事業部門）とその役割
を明確化し、合意形成を図りながら実施フロー
を整備する

リスク低減に
向けた具体的
対策の実行

部門
役割



ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対応するもの
ではありません。私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努めておりますが、情報を受け取られた時点
及びそれ以降においての正確さは保証の限りではありません。何らかの行動を取られる場合は、ここにある情報の
みを根拠とせず、プロフェッショナルが特定の状況を綿密に調査した上で提案する適切なアドバイスをもとにご判
断ください。
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データ保護影響評価の実施にあたって、その実効性の向上と継続的な運用の
実現を図ります。すでにデータ保護影響評価の枠組みを整備している企業に
対しては、新規事業や高リスクな取扱いが想定される事業など、難易度の高
いケースのサポートや、既存の評価システムに対するアドバイスを実施する
ことも可能です。

ステップ3.実行・運用定着

 パイロット試験を通じて修正
点を洗い出すことで、実効性
向上を図る

 評価実施における伴走支援に
より、効果的・効率的な評価
を実現する

特定の事業を
選定し試験的
に実施

評価項目や
実施フロー等の
見直し

 関係者への説明やマニュアル
等の作成により、運用定着を
図る

新規事業や高リ
スク事業等、難
易度の高いケー
スのサポート

既存評価の
仕組みに対す
るアドバイス

関係者への
説明

マニュアル等
の作成

KPMGによる支援の特長

プロジェクト推進
横断的プロジェクト管理

横断的に推進するため、英語で
のコミュニケーションスキルお
よびプロジェクト管理の豊富な
経験を有する人員による支援が
可能です。

利害関係者が多岐にわたる
ため慎重な判断が必要

特
長

豊富なナレッジ
法規制／セキュリティの知見

各国・地域法規制／情報
セキュリティの専門知識が必要

グローバルネットワーク
KPMGのネットワーク

海外拠点の動向も
勘案した対策が必要

背
景

データ保護規制の要求事項に基づ
く現実的で有効な対策を提案する
ため、現地の法規制に加え情報セ
キュリティについても深い知見を
有するメンバーでチームを構成し
ます。

KPMGのネットワークを活かし、
他社事例や現地慣行を踏まえて検
討します。必要に応じて海外拠点
にKPMGの現地法人が直接支援す
ることにより、不要なリードタイ
ムを削減します。

パイロット試験 伴走支援 社内教育




